





































































1951年14，009361 98 6435164，0564，598777 832 9401，165 9 16
1961年18，238458105 7375985，2596，2369229251，3321，629 15 23
1971年21，962531 113 7976436，1377β49 9999321，6662，241 19 36
1981年24，820575 124 8557066，5488β111，036 9762，2942，824 24 48
1991年28，031580 130 9157467，06510，4281，1101，0032，593 ，373 29 39 22
2001年30，007513 135 9087307，23711，4101，120 9792，9753，908 29 37 27














































































































その他共計 NL PE NS NB QC ON MB SK AB BC
1985 4，773 64 13 119 90 1，075 1，838 177 175 654 546
1995 7，991 108 27 195 167 1，772 3，229 271 254 876 1，048
2006 12，660 157 35 258 218 2，420 4，931 371 343 2，356 1，507
1985 100．0 1．3 0．3 2．5 1．9 22．5 38．5 3．7 3．7 13．7 ll．4
1995 100．0 1．4 0．3 2．4 2．1 22．2 40．4 3．4 3．2 ll．0 13．1









































収　益　金 企　業　数 収益金構成比 企業数構成比
2008年1984年2008年1984年2008年1984年2008年1984年
アメリカ合衆国 232，100121，475 99 146 14．6 30．4 19．8 29．2
イギリス 35，567 13，900 15 27 2．2 3．5 3．0 5．4
日　本 23，272 8，844 8 19 1．5 2．2 1．6 3．8
オランダ 9，672 6，875 7 3 0．6 1．7 1．4 0．6
ドイツ 6，678 1，618 5 7 04 0．4 1．0 M
フランス 3，387 2，945 4 1 0．2 0．7 0．8 0．2
韓　国 1，898 2 0．1 0．4
スウェーデン 1414 433 2 3 0．1 0．1 0．4 0．6
スイス 1，126 1，844 一　2 6 0．1 0．5 0．4 1．2
外資を含む分散的所有企業 87，450 26，399 12 22 5．5 6．6 2．4 4．4
外資系企業小計 462，540186，997 156 236 29．1 46．8 31．2 47．2
連邦政府 34，564 27，336 11 16 2．2 6．8 2．2 3．2
ON州 20，771 4，47正 4 2 1．3 1．1 0．8 0．4
QC州 19，488 5，591 4 4 1．2 L4 0．8 0．8
BC州 15，998 1，869 5 2 1．0 0．5 1．0 0．4
AB州 8，770 1463 5 2 0．6 0．4 1．0 0．4
SK州 6，496 1，108 3 4 0．4 0．3 0．6 0．8
MB州 4425 782 4 2 0．3 0．2 0．8 0．4
NB州 1，712 769 1 1 0．1 0．2 0．2 0．2
NL州 568 279 1 1 0．0 0．1 0．2 0．2
NS州 531 881 1 2 0．0 0．2 0．2 0．4
その他 1，009 1 0．1 0．2
公営企業小計 114，33244，549 40 36 7．2 11．1 8．0 7．2
カナダの民間企業 1，015，209168，075 288 228 63．8 42．1 57．6 45．6












































































































































































































































．カナダ合計 500 NB州（3市町）計 6レジャイナ
rK州（3市町）計
??
NL州（セントジョンズ）計 5 NS州（3市町）計 6
NS州（7市町）計 9 カナダ合計 500 NB州（2市町）計 4
NB州（4市町）計 5 NL州（1市）計 2
NL州（1市）計 3 外国 8







































































1984年 1994年 2003年 2008年 1984年 1994年 2003年2008年
数 比 数 比 数 比 数 比
?
比 数 比 数 比 数 比
トロント市 68 46．6 19 17．3 20 23．8 17 17．2 65 28．5 41 16．9 63 21．2 64222
大都市圏域 18 12．3 34 30．9 19 22．6 26263 10 38 15．6 35 11．8 25
その他 21 14！皇 15 13．6 13 15．5 12 12．1 27 11．8 18 25 15
オンタリオ州計 10773．3 68 61．8 52 61．9 55 55．6 10244．7 97 39．9 12341．4 10436．1
モントリオール市 17 11．6 9 4 7 33 14．5 34 14．0 34 11．4 31 10．8
大都市圏域 9 3 6 5 18 22 19
その他 1 9 9 14 13
ケベック州計 17 11．6 18 16．4 8 9．5 15 15．2 47 20．6 61 25．1 70 23．6 63219
カルガリー市 7 11 10．0 12 14．3 16 16．2 28 12．3 27 11．1 35 11．8 52 18ユ
エドモントン市 7 4 7 15
バンクーバー市 8 5 3 1 20 20 23 17
ウイニペグ市 2 1 4 3 10 7 9 8
サスカツーン市 1 1 1 2 3 6 4
レジャイナ市 2 1 1 3 1 4
その他 2 6 2 4 3 8 11 14
BC州及び平原諸州計 20 13．7 24 21．8 24 28．6 25253 71 3L1 72 29．6 92 31．0 11439．6
大西洋岸諸州計 2 8 13 12 7
その他アメリカ都市 4



































































































































1970年 1980年 1990年 2001年 2005年
輸出額 16，820 76，159 148，979 404，085 435，834
アメ　リカ 64．8 63．3 74．9 87．0 83．9
日　　　本 7．5 9．1 7．4 2．4 2．5
イギリス 8．9 4．3 2．4 1．3 19
フランス 0．9 1．3 0．9 0．5 0．6
中　　　国 0．8 1．1 1．1 U 1．6
メキシコ 0．6 0．6 59．3 0．7 0．7
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
1970年 1980年 1990年 2001年 2005年
輸入額 13，952 69，274 136，245 343，111 380，691
アメ　リカ 71．1 70．2 64．5 63．6 56．5
日　　　本 4．2 4．0 7．0 4．3 39
イギリス 5．3 2．8 3．6 3．4 2．7
フランス 1．1 1．1 1．8 1．6 1．3
中　　　国 0ユ 0．2 LO 3．7 7．7
メキシコ 0．3 0．5 1．3 3．5 3．8



























1960年 1970年 1980年 1990年 2001年 2005年
カナダへの投資額 13，583 26，358 61，707 130，932 340，429 415，561
アメリカ 82．5 81．2 78．9 64．2 64．6 64．1
イギリス 11．4 9．5 8．6 13．1 7．9 7．2
日　　本 0．4 1．0 4．0 23 2．6
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
カナダの対外投資額 2，600 98護02 399，253 465，058
アメリカ 66．0 61．0 47．2 46．0
イギリス 10．7 13．7 9．9 9．2
日　　本 0．9 1．8 1．6
計 100．0 100．0 100．0 100．0
資料：『ARCレポート』世界経済情報サービスより作成。
単位：金額単位は100万カナダドル，構成比はパーセント。
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表10カナダ各州付加価値額に占める
　　アメリカ系企業の割合
州　　　名 1970年1981年
ニューファンドランド 4．3 5．6
プリンス・エドワード。アイランド 一 一
ノバスコシア 20．9 21．6
ニューブランズィック 18．1 11．4
ケベック 339 25．4
オンタリオ 49．5 42．8
マニトバ 23．5 15．7
サスカチュワン 25 6．7
アルバータ 32．3 27．1
ブリティッシュ・コロンビア 30．7 20．5
全　　　国 40．8 32．8
資料：Still　Living　Together：Recent　Trends　and　Fu・
　　ture　Direction　in　Canadian　Regional　Develop・
　　ment　The　Institute　for　Research　on　Public
　　Policy　1987より作成。
表11　アメリカ系企業のカナダにおける
　　　付加価値総額と州別構成
州　　　名 1970年1981年
ニューファンドランド 0．06 0．13
プリンス・エドワード・アイランド 一 一
ノバスコシア 0．79 Ll7
ニューブランズィック 0．6 0．48
ケベック 24．05 21．25
オンタリオ 63．67 65．12
マニトバ 1．43 1．32
サスカチュワン 0．59 0．23
アルバータ 2．73 467
ブリティッシュ・コロンビア 6．06 5．61
資料：Still　Living　Together；Recent　Trends　and　Fu－
　　ture　Direction　in　Canadian　Regional　Develop・
　　ment　The　Institute　for　Research　on　Public
　　Po icy　1987より作成。
トによる現地法人化により，アメリカ系企業は，統計分類上構成比を下げている。このように，
カナダにおけるアメリカ系企業の分工場化の伸展にともない，カナダ工場（カナダ法人）とア
メリカ本社との関係は強く維持されており，生産現場化を余儀なくされているカナダ側にとっ
て深刻な問題を投じている。基本的に経済発展が著しいトロント地域とカルガリー市，広くは
オンタリオ州とアルバータ州の2極的な構造，より正確にはトロント地域がメジャー中心カル
ガリー市がマイナー中心という構図をみて取ることができる。特に，トロント地域には製造業
や金融・サービス業および資源関連，カルガリー市には石油や天然ガスなど資源・エネルギー
関連の国際資本（メジャー）の立地集積が進んでいる。
　1970年と1981年という若干古い統計であるが，カナダにおけるアメリカ企業の総付加価値
額のうち，60％台をオンタリオ州が占め，ケベック州が20％台，他ではブリティッシュ・コ
ロンビア州，アルバータ州が続く。近年のカナダは，オイルシェルにより，原油埋蔵量が世界
第2位となり，その大半がアルバータ州に分布することから，同州の台頭が顕著であり，オン
タリオ州に次ぐ割合を占めるようになる。2004年には，インペリアルオイルが本社をトロン
トからカルガリーに移転するなど，石油資源の各国間争奪が激しくなるなかで，アルバータ州
経済の比重は急速に高まってきている。
　カナダの全ての州の対外関係はアメリカ中心であるのに対して，アメリカの各州の動向はど
のようなものであろうか。アメリカとカナダの関係は，経済統合の深化にともない，さらに密
接になってきている。特に，アメリカの各州における経済関係の最も重要な国をみると，50
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州のうち37州がカナダであり，日本がハワイ・アラスカ・ネブラスカ・カンザス・オレゴン・
ワシントン・カリフォルニア・コロラドなど8州，メキシコがテキサス・ミシシッピ・ニュー
メキシコ・アリゾナなど4州，イギリスはアイダホ州のみとなる。
　例えば，カナダが輸出先トップとなっているアメリカ37州のうち，輸出額に占めるカナダ
の割合が最も大きな州はバーモント州で，実に82．8％にのぼる。次いで，ワイオミング州の
64．1％，サウスダコタ州の61．8％である。4割台の州はノースダコタ・アイオワ・モンタナ・
インディアナ・オハイオ・ミシガン・メーンの各州となる。3割台は，アーカンソー・ケンタッ
キー・ウイスコンシン・ウエストバージニア・ロードアイランド・ニューハンプシャー・ネバ
ダ・ノースカロライナ州となる。この他，ニューヨーク州やマサチューセッツ州では20％弱
となり，フロリダ州などの例外はあるが，カナダに近い州での比重が相対的に高くなる傾向が
みられる。
7．おわりに
　カナダとアメリカの関係は，資本フローでも，貿易でもきわめて密接な相互依存関係にあり，
特にカナダの場合にはアメリカの「経済支配」を受けているといっても過言でない状況にある。
NAFTA締結後，メキシコを含む北アメリカ大陸レベルでの経済統合に拍車がかかり，各国
の地域経済間に少なからざる影響をおよぼしはじめている。
　アメリカ国内において周辺と考えられている地域が存在する。それらの地域に対比して，カ
ナダの諸地域は，さらに周辺に位置づけられている。例えば，メーン州は，アメリカでは周辺
地域とされている。しかし，ケベック東部や大西洋沿岸諸州はそれよりさらに周辺地域に位置
づけられている。アメリカのミネソタ州よりもカナダのオンタリオ州北部やマニトバ州，サス
カチュワン州などはよりさらに周辺に位置する地域と考えられている。
　大陸レベルでみて，カナダ国内で最も周辺性の薄い地域としてオンタリオ州南東地域があげ
られる。この地域は，ニューヨークーボストンーシカゴを結ぶアメリカで最も重要な経済地域
に国境を挟んで隣接している関係で，カナダで最も優位な位置にあると考えられている。情報
伝達費用や他の輸送費用などが最小の地域である。これら費用は，企業（工場）の立地決定を
作用するような要素であり，アメリカからの企業立地が集中する最大の要因でもある。
　この集中性について，例えばアメリカ系企業の雇用をカナダの人ロベースで地域間に配分す
ると，オンタリオ州は90，000の雇用減，ケベック州は40，000の雇用増，BC州では15，000雇
用増，他州でも一定の雇用増になるであろうという研究報告がある㈲。外資（主にアメリカ
系）企業の雇用という意味でのオンタリオの他地域に対する優越性は本質的に変わっておらず，
アメリカ経済との連関の強さは，カナダ法人（工場を含む）レベルの意思決定機能の立地場所
としてのトロント地域の支配性を高める大きな要因となっている。しかし，オンタリオ州ある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45
藤田　直晴
いはトロント地域の場合でも，企業としての最高次の意思決定は，カナダ国外の自国本社によっ
てなされているのが実態である㈹。
　これをモントリオール地域でみると，外資系企業の比重は日本など諸外国の事例に比べて高
いが，トロント地域に比べるとはるかに低いものである。もし，外資系企業を除くと，モント
リオール地域の立地企業数は，トロント地域とほぼ同規模となる。外資系企業，特にアメリカ
系企業の行動様式に枠組づけられていることにより，カナダの地域経済間に極めて大きな歪み
が生じていることがわかる。
　近年の大陸レベルでの地域経済地図は，アメリカの経済成長極が北部から南部・西部（サン
ベルト地域）に移動し，カナダではオンタリオ州南東地域への集中と資源・エネルギー部門を
中心にアルバータ州・カルガリー市の成長という形に大きく塗り替えられてきている。
　本研究は，平成20－22年度日本学術会議研究費・基盤研究（B）：「カナダの多文化政策とその地域的
格差」（研究代表者：藤田直晴，課題番号：20310151）による研究成果の一部である。
注及び参考文献
（1）　10州は，東方からニューファンドランド＆ラブラドール，プリンス・エドワード・アイランド，
　　ノバスコシア，ニューブランズウィック，ケベック，オンタリオ，マニトバ，サスカチュワン，ア
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　　ト（北西），ユーコンの各準州となる。ヌナブト準州は，1999年にノースウエスト準州より分離・
　　設置された。
（2）大西洋岸州は，ニューファンドランド＆ラブラドール，プリンス・エドワード・アイランド，ノ
　　バスコシア，ニューブランズウィックの4州を指す。
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（4）　メキシコ以北の北アメリカ大陸において200万を超える大都市圏（「世界国勢図会』2006／07に
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Changing　Canadian　Regional　Economies　Revisited
FUJITA　Naoharu
　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　clarify　the　actual　conditions　of　the　globalization　and
its　effects　on　the　reorganization　of　regional　economies　in　Canada　where　there　has　estab－
lished　a　widely　and　highly　evaluated　multi－cultural　and　symbiotic　nation　in　the　world．
It　is　a　well－known　fact　that　Canada　has　received　the　United　States’“Economic　domina・
tion”．　Especially，　the　economic　integration　at　a　North　American　continental　level　by
North　American　Free　Trade　Agreement（NAFTA）has　exerted　an　extensive　influence　on
not　only　Canadian　national　economies　but　also　its　regional　economies．　It　has　brought
aboht　the　rise　and　fall　of　the　regional　economies　in　Canada．
　　　Essentially，　the　Canadian　regions　have　had　more　peripheral　character　than　the　re－
gions　of　the　United　States　where　economic　development　have　stagnated．　The　northern
part　of　Ontario，　Manitoba　and　Saskatchewan　are　the　examples　of　these　with　being　far
behind　economically　than　Minnesota．　Similarly，　the　east　part　of　Quebec　and　the　Atlantic
states　in　Canada　to　Maine　in　the　United　States．
　　　The　southeastern　part　of　Ontario　has　emerged　as　the　most　advanced　economic　re－
giorl　in　Canada　owing　to　its　location　adjacent　to　the　core　part　of　American　economy
（including　Megalopolis）．　And　as　the　American　companies　have　concentrated　on　this
area，　this　region　could　achieved　a　comparative　advantage　to　the　rest　parts　of　Canada．
　　　Although　these　general　settings，　it　is　in　the　situation　that　the　highest　level　decision
making　functions　are　extremely　weak　and　remain　in　the　stage　of　the　branch　economy
that　has　performed　only　a　production　site　for　the　foreign　affiliated　companies，
　　　It　is　not　an　exaggeration　to　say　that　an　economic　destiny　of　regions　in　Canada　has
been　controlled　by　the　foreign・affiliated　companies，
　　　Above　all，　the　American　companies　have　drawn　out　the　whole　picture　of　Canadian
regional　economies．　Under　these　specific　Situations，　two　major　regional　economies：One
is　the　Toronto　region，　another　is　the　city　of　Calgary　in　which　most　eminent　economic
growth　can　be　seen．　The　former　is　actually　a　major　center　and　the　latter　appears　as　a
minor　center　with　mainly　resource　and　energy　sectors　mostly　occupied　by　American
companles・
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